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樽見鉄道株式会社経営健全化方針 

 

第１ 法人について 

１ 法人の概要 

法人名 樽見鉄道株式会社 

代表者名 不破 道夫（令和５年８月３１日時点） 

所在地 本巣市曽井中島 680-11 

設立年月日 昭和５９年２月１日 

資本金 
１億円、資本剰余金 ５千万円 

【うち揖斐川町の出資金（出資割合） ７５０千円（０．５０％）  

他出資者 

・岐阜県  １８，０００千円   ・西濃鉄道㈱      ７６，１５０千円 

・大垣市  １０，５００千円   ・住友大阪セメント㈱  ３６，０００千円 

・本巣市   ４，５００千円   ・その他（４社）     １，８５０千円 

・瑞穂市   １，５００千円 

・北方町     ７５０千円 

 

２ 設立の経緯 

 昭和５５年１２月に制定・交付された「日本国有鉄道経営再建促進特別措置法」及び同施行令に基づ

き、当時の日本国有鉄道（以下「国鉄」という。）の線区は「幹線系」と「地方交通線」に大別された。

なかでも、「特定地方交通線」は「鉄道による輸送に替えて一般乗合旅客自動車運送事業による輸送を行

うことが適当」であるものとして選定され、これにより全国８３路線が廃止対象路線となった。 

 特定地方交通線の選定は三次に渡り行われ、樽見鉄道の前身である国鉄樽見線、大垣～美濃神海（現 

神海）は、昭和５６年６月、いわゆる「第一次廃止対象路線」として特定地方交通路線に選定され、同年

９月に運輸大臣が承認を行った。 

 「地域住民の足をいかに確保するか」という観点と、セメントの大量貨物輸送の確保という理由から、

昭和５６年７月には、路線の延長促進団体であった「樽見線促進期成同盟会」を特定地方交通線対策及び

延長促進を図る団体「樽見線対策同盟会」に改組され、昭和５７年３月には、法に基づき代替輸送のあり

方を検討する「樽見線特定地方交通線対策協議会」の第１回会議が開催された。 

 昭和５８年１１月の樽見線対策同盟会臨時総会において、地元市町村が第三セクター方式により鉄道

を存続させることで意見集約がなされ、同年同月に開催された、樽見線特定地方交通線対策協議会第  

３回会議において、樽見線の代替輸送は第三セクターによる地方鉄道とすることで合意がなされた。 

 以後、第三セクターによる地方鉄道会社の設立に向け準備が進められ、昭和５９年１月の樽見線特定地

方交通線対策協議会第４回会議においては、樽見線の代替輸送計画が決定された。 

昭和５９年１月に樽見鉄道株式会社設立総会（設立登記は、昭和５９年２月１日）が行われ、同年１０

月から、地方鉄道の運行を開始した。 

昭和６３年１２月には、神海～樽見間の建設工事が完成し、平成元年３月より神海～樽見間の一般運輸

営業が開始され、現在の路線運行の形態となった。 
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３ 法人の現状 

（１）組織 

 常勤役員２名、従業員３０名（令和５年８月３１日現在） 

代表取締役    総務部    総務課 

 

           運輸部    運輸課 

                  企画営業課 

 

           技術部    技術課 

 

            

（２）業務内容 

〈鉄道業〉 

 ① 運行区間：樽見～大垣（営業キロ ３４．５km） 

        ※大垣で、ＪＲ東海道線、養老鉄道養老線に接続 

 ② 駅数：１９駅（大垣、東大垣、横屋、十九条、美江寺、北方真桑、モレラ岐阜、糸貫、本巣、織部、

木知原、谷汲口、神海、高科、鍋原、日当、高尾、水鳥、樽見） 

 ③ 運行本数：上り平日２０本（土日休日２１本） 

       ：下り平日２１本（土日休日２２本） 

区間 所要時間 片道運賃 

大垣～樽見 約１時間 ９３０円 

〈旅行業〉 

 薬膳列車、観光列車、レールバス＆鮎やな料理列車 ほか 

〈物品販売業〉 

 オリジナルグッズの販売など 

（３）財務状況 

 ① 貸借対照表から 

項目 
金額（円） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

資産総額 1,929,845,797 3,477,885,487 945,518,403 401,045,898 

 うち流動資産 389,611,730 974,452,813 780,427,362 237,345,063 

  うち現預金 266,307,052 301,136,987 254,331,696 135,383,751 

 うち固定資産 1,540,234,067 2,503,432,674 165,091,041 163,700,835 

負債総額 1,931,428,337 3,498,251,147 885,568,505 338,714,229 

純資産額 △1,582,540 △20,365,660 59,949,898 62,331,669 

 うち資本金 100,000,000 100,000,000 100,000,000 100,000,000 

 うち利益剰余金 △151,582,540 △170,365,660 △90,050,102 △87,668,331 
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 ② 損益計算書から 

項目 
金額（円） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

売上高 157,405,150 115,102,561 144,267,376 189,357,095 

 うち運賃収入 154,586,405 111,942,670 141,536,849 186,290,530 

販売費・一般管理費 250,920,931 244,548,414 305,990,489 346,467,865 

営業利益 △93,515,781 △129,445,853 △161,723,113 △157,110,770 

営業外収益 27,321,498 34,444,842 81,345,950 92,003,089 

営業外費用 4,350,555 2,921,678 3,195,518 4,376,329 

 うち支払利息 98,552 95,558 92,000 88,700 

経常利益 △70,544,838 △97,922,689 △83,572,681 △69,484,010 

特別利益 147,885,242 150,261,288 3,233,360,315 191,797,200 

特別損失 75,091,221 70,658,516 3,034,018,173 119,468,297 

税引前利益 2,249,183 △18,319,917 115,769,461 2,844,893 

法人税等 463,203 463,203 35,453,903 463,122 

当期純損益 1,785,980 △18,783,120 80,315,558 2,381,771 

 

③ 経常損益の推移                            （単位：千円） 

区    分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

収  益 184,726 149,547 225,613 281,360 

費  用 255,271 247,470 309,186 350,844 

経常損益 △70,545 △97,923 △83,573 △69,484 

償却前損益 5,269 △15,059 83,374 5,006 

 

【直近３年間の決算の状況について】 

 樽見鉄道㈱に対する支援については、沿線市町からの支援金により施設等の維持管理や運営維持費の

一部を行政が負担しているが、経常損益は各年度において変動はあるものの、赤字状態が継続している。 

 沿線市町による支援の判断基準は、固定資産税を除いた経常損益が 8,500 万円までの赤字であり、か

つ償却前損益が黒字であることを基本として、沿線市町で構成する「樽見鉄道連絡協議会」において、毎

年の経営状況を確認しながら、9,500万円を上限として支援を決定している。また、固定資産税相当分の

補助も行っている。 
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第２ 経営状況、財政的なリスクの現状これまでの取組 

１ 経営状況及び財政的リスクの現状・要因 

 樽見鉄道㈱は、国鉄樽見線時代に特定地方交通線としてバス転換が適当とされた路線であり、第三セク

ター鉄道として営業を開始した当初から、自立した経営が困難であったため、経営の採算性を確保するた

めに以下の４点について合意がなされ、西濃鉄道が経営主体となり経営がスタートした。 

 ① 出資金１億円を、西濃鉄道（経営主体）、関係自治体、住友セメントで負担する。 

 ② 鉄道施設の無償貸付又は無償譲渡及び転換交付金の交付を受ける。 

 ③ 貨物、旅客の輸送量の確保に、企業、沿線市町村が積極的に協力する。 

 ④ 固定資産税の減免等について、関係自治体は協力する。 

 しかし経営状況は厳しく、平成元年３月に神海～樽見間の一般運輸営業が開始されたことにより営業

路線が延長となり、運営経費も増加する結果となった。 

さらに平成１８年３月に、旅客以外の大きな収入源であった住友大阪セメントの貨物輸送が廃止され

たことにより収入が大きく減少し、旅客収入を確保し赤字額を抑制するために、樽見鉄道㈱により「第２

次経営改善計画」が策定された。この計画に基づき沿線市町においては、平成２０年度から平成２３年度

までの３カ年にわたり支援を実施した。 

 計画期間中費用削減など一定の効果は見られたが、少子化の進展に伴う通学利用者の減少等に伴う 

収益の減少に歯止めがかかっていない状況であり、今後も改善する兆しがない反面、費用の削減も限界に

達していると認められること、平成２４年度、２５年度には車両の更新時期を迎え、さらなる負担増が見

込まれること、沿線市町もこれ以上の財政支援は困難な状況にあることから、樽見鉄道連絡協議会におい

て、このまま支援を継続することは適当ではないとの判断をせざるを得ないことから、支援決定時の「経

営改善が認められない場合には、運営形態の変更や支援の打切りについて協議を行う。」という  方針

に基づき、鉄道利用者に配慮して平成２３年度及び平成２４年度の沿線市町の支援額を、各年度  １億

円として支援を継続し、経営改善を進めるよう求めた。 

 しかしながら抜本的な経営改善は望めない状況であり、その後も継続的に樽見鉄道連絡協議会等に 

おいても、支援等のあり方について協議がなされてきたが、赤字解消には至っていない状況であり、特に

令和２年度の決算については、新型コロナウイルス感染症の拡大により、定期旅客収入が大きく減少する

とともに、一般利用者も不要不急の外出の自粛により、企画列車も大きく減収する中、公共交通として減

便することなく運行したことにより、経常損益が１億円に近い赤字となっている。 

 現在の支援金は、毎年度の経営状況を確認しながら、固定資産税を除いた経常損益が 8,500 万円まで

の赤字かつ償却前損益が黒字であることを条件として、沿線市町で 9,500 万円を上限として支援を行っ

ており、固定資産税分についても、別途補助を行っている。 

 こうした会社の経営状況や資産状況、これ以上の沿線市町による支援が厳しい状況から、資金ショート

が懸念される状況である。 

 鉄道を安全に運行する上で必要最低限の固定経費の節減が厳しい一方、旅客運輸収入の大幅な増収も

難しく、樽見鉄道のような地方部のみの運行を担う鉄道事業者が、採算性を確保していくことは、難しい

面がある。 
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２ 財政的リスクが町に与える影響 

 資金ショート等により、仮に鉄道の存続が不可能となった場合は、地域住民の生活や地域経済にも  

影響を及ぼすことになる。また、代替輸送などの対策のために現状の支援金以上の財政負担が生じる  

ことも考えられる。 

 平成３０年２月２０日付け総務省自治財政局公営企業課長通知において、地方公共団体に相当程度の

財政的リスクが存在する第三セクター等について経営健全化方針を策定するよう技術的な助言があり、

同通知の中で策定対象法人として、「債務超過法人」及び「その他、各地方公共団体において、経常収支

など当該法人の経営状況等を勘案し、経営健全化の取組が必要な法人」と示されており、当町においては

「現在、債務超過であり、沿線市町において経営状況を勘案した経営健全化に取組むべき法人」に樽見鉄

道㈱が該当するものとして、本方針を策定することとした。 

 

３ 樽見鉄道連絡協議会等の意見 

 通勤や通学、観光等地域振興にも必要な公共交通機関であり、協議会としては存続させるべき鉄道であ

る。仮に鉄道の存続が不可能となった場合には、地域住民の生活や地域経済に大きな影響を及ぼすことに

なると認識しており、必要な支援は継続すべきと考えている。 

 しかしながら、上限なく支援し続けることは困難であり、現在の支援基準での対応を当面は継続する必

要があると考えている。 

 

４ 財政的リスク解消に向けたこれまでの取組 

（１）法人による取組 

 少子化による通学利用者の減少が続く中、定期券利用者の増加を図るため、「大垣～本巣間」を 2往復、

「大垣～神海間」1 往復を増発するとともに、一般利用者の増を図るため、商業施設近くに新たな駅を  

設置するとともに、観光面における利用者増を図るために、「桜列車」や「紅葉列車」など季節に合わせ

た観光列車の増便を行うとともに、「富有柿列車」や「薬膳列車」など企画列車の運行を行ってきた。 

 また、「鉄印帳」や「ハンドタオル」などのオリジナルグッズの販売や、「商品券付 1日フリー乗車券」

や養老鉄道とのコラボレーション商品として「養鉄樽鉄谷汲山ミニ周遊券」を行うなど、収益の増加対策

を行ってきた。 

 

（２）町等による関与 

 県市町の出資する第三セクター鉄道であり、経営の自立が困難であることからも、沿線５市町におい

て、様々な支援を行っている。 

 また近年では、沿線市町ではないが利用者の多い自治体からの支援も実施している。 

 

 【財政面での支援】 

 支援継続の判断基準：固定資産税を除いた経常損益が 8,500万円までの赤字かつ償却前損益の黒字 

 支援額は、沿線 5市町合わせて 9,500万円を上限とする。 

 固定資産税補助分は、各市町が受けた納付分と同額を補助する。 

 各沿線市町の支援額は、表のとおり。 
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 大垣市 瑞穂市 本巣市 北方町 揖斐川町 計 

支援額（千円） 10,000 10,000 64,240 2,000 8,760 95,000 

 

 【その他の支援】 

  ① 株主としての経営への意見、提案等 

  ② 樽見鉄道連絡協議会への参画。 

   〇目   的：地域の安定した基幹的交通機関として定着させるため、関係市町が相互に連携し、

諸施策を維持し、もって樽見鉄道の安定した運営に寄与する。 

   〇設立年月日：平成元年 5月 22日 

   〇構 成 員：沿線関係市町（会長 本巣市長） 

   〇活 動 状 況：・沿線協力団体による駅施設等の美化清掃活動 

          ・経営安定に関する協議 

  ③ 樽見新線対策協議会への参画 

   〇目   的：樽見鉄道の安定した輸送体制の維持と延長区間の鉄道特性を確保するとともに、沿

線地域の振興に寄与する。 

   〇設置年月日：昭和 60年 2月 7日 

   〇構 成 員：27団体 33人（会長 本巣市長） 

   〇活 動 状 況：除雪費補助 

  ④ 樽見鉄道利用生徒に対する通学補助の実施 

 

（３）これまでの取組の効果及び課題 

 会社の経営努力や企画列車の運行による観光利用者の増、商業施設に隣接する駅の設置等による通

勤者の利用増などにより、経営改善がみられる一方で、通学定期利用者の減少などにより旅客収入全体

としての黒字化は見られず、また付帯事業に関しても十分な収益を生んでいないことから、抜本的な収

支改善には至っていない。 

 

第３ 今後の抜本的な経営健全化に向けた検討 

１ 法人が実施する事業の意義について（事業の公共性・公益性） 

  平成 26 年 8 月 5 日付け総務省自治財務局長通知における「第三セクター等の経営健全化に関する 

指針」（以下「国指針」という。）では、抜本的改革を含む経営健全化の検討にあたっては、国指針中に

示されたフローチャートに従い、先ず、法人が実施する事業そのものの意義について検討されることと

されている。 

  開業以降、地域の人口減少や車社会の進展等により、地元利用が減少傾向にあるものの、車を運転し

ない学生や高齢者にとっては、重要な公共交通機関である。 

  また近年では、こうした地域住民の生活交通としての役割だけでなく、沿線にある観光資源や   

イベントとのコラボレーション、薬草列車、桜輸送などの企画列車運行として沿線市町に来訪者を呼び

込むことのできる広域的な観光資源としての価値も有している。 

  近年は、新型コロナウイルス感染症の影響で利用者は減少しているものの、沿線市町にとって今や観



- 7 - 

 

光振興上も重要な資源となっており、引き続き事業を実施する意義は大きい。 

 

２ 抜本的改革を含む経営健全化の取組にかかる検討 

（１）採算性の検討 

  採算性の判断にあたっては、損失補償を行っている第三セクターで、国指針第 3 の 2（2）により、

以下に該当するものについては、原則的に採算性が無いものと判断することが適当とされているため、

これに従い採算性を検討する。 

国指針第 3の 2（2）② 

 損失補償を行っていない第三セクター等（地方道路公社及び土地開発公社を除く。）で、次の  

いずれかに該当するもの。 

 ア．経常収支が赤字のもの。地方公共団体からの補助金等の財政支援を受けている場合は、  

その額を控除の上、判断すること。 

 イ．債務超過であるもの。含み損のある資産を保有している場合は、それを反映の上判断する

こと。 

 ウ．債務の元利償還金がある場合、当該償還費の 10％以上を地方公共団体からの補助金又は  

実質的な新規貸付金等の財政支援に依存しているもの。 

  ア 経常収支が赤字のもの 

  平成 9 年度以降、経常損益で黒字となった年度はない。なお沿線市町からの支援金は特別利益に  

計上されている。 

 イ 債務超過であるもの 

  株主資本の減少が進んでおり、令和 5年 3月 31日時点の貸借対照表上、資本金 1億円、資本剰余金

5千万円に対し、利益剰余金が△8,767万円となっており、債務超過となっている。 

 ウ 債務の元利償還費の補助金又は実質的な新規貸付金等の財政支援に依存しているもの 

  長期借入金が 2 億 1,575 万円あり、債務の元利償還金はあるものの、地方公共団体からの補助金に

は依存していない。 

    貸付金については、旧谷汲村時代の平成 15年 8月 29日に 2,000万円、合併後の揖斐川町において、

平成 19年 3月 26日に 500万円の貸付を行っている。 

  500万円については平成 30年度までに完済されているが、2,000万円については返済期限到来時に、

返済期限の延長申請が提出されている。 

  債務超過の状況の中で、2,000万円の貸付金については、今後も返済期限の延長が申請されることが

予測され、返済については関係自治体等との新たな協議の場が必要であると考えている。 

  上記アからウの検討により、樽見鉄道の事業については、経常収支の赤字が常態化していることか

ら、採算性がないものとして判断する。 

 

（２）事業手法の選択 

 採算性がないと判断された場合、国指針におけるフローチャートに、具体的な事業手法が示されて  

いる。 

樽見鉄道は、地域の公共交通機関や観光資源として必要不可欠な鉄道であり、設立の経緯、これまでの

自治体による支援等を踏まえると「経営体制の変更や大幅な経営改革を行うことを前提に、第三セクター
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で引き続き実施」していくことが適当と考える。 

 

※フローチャート参照 
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国指針の別紙２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【抜本的改革を含む経営健全化の取組に係る検討のフローチャート】（抜粋） 

事業そのものの意義 

（行政目的との一致度） 

有 

再生不能・再生可能の判断開始 

採算性 

無 

事業手法の選択 

完全民営化・民間売却 

上下分離 

債務調整を実施（再生）した上で、第三セクター等で引き続き積極的な経営改革を実施 

経営体制の変更や大幅な経営改革を行うことを前提に、第三セクター等で引き続き実施 

地方公共団体（直営） 
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第４ 今後の抜本的な経営健全化に向けた具体的な取組 

１ 法人による経営健全化のための具体的な対応 

 これまでも、活性化の取組や経費節減、新たな財源確保などにより収支の改善に努めてきたところ  

だが、近年の新型コロナウイルス感染症により、鉄道利用者が減少し収支実績は極めて厳しい状況に  

ある。更に、沿線地域全体としては人口減少や学校生徒数の減少等により、鉄道業の収支改善は厳しい 

状況にある。 

 しかしながら、沿線の一部地域においては住宅地が整備され、利用者も増加していることから、定期利

用者の確保を図るほか、観光企画列車の継続により定期及び一般利用者の底上げ、また、沿線市町と連携

した付加価値の高い商品の開発・販売に力を入れて様々な年代の利用者数増加に努めていく。 

   

２ 町による財政的リスクの対処のための具体的な対応 

 樽見鉄道への支援については、判断基準である「固定資産税を除いた経常損益が 8,500 万円までの赤

字かつ償却前損益の黒字」を 基本とし、毎年度の経営状況を確認しながら、樽見鉄道連絡協議会におい

て協議し、支援内容等を決定していく。 

 安全性や定時制の確保といった、鉄道事業の特性上、経費の大幅な節減は難しく、鉄道事業の赤字解消

は、当面難しいことが改めて確認されたところである。 

 しかしながら樽見鉄道は、沿線住民の日常の交通手段であるほか、沿線にある観光資源やイベントとの

コラボレーション、薬草列車、桜輸送などの企画列車運行として沿線市町に来訪者を呼び込むことのでき

る広域的な観光資源としての役割も担っており、観光面における地域活性化の効果は、大きいものと考え

ている。 

 樽見鉄道を取り巻く周辺環境や今後の活性化の取組状況によって、前提が大きく変化する可能性も 

あるが、樽見鉄道や沿線市町、民間企業等とも連携し、鉄道利用の促進に取り組んでいく方針である。 

 この他、鉄道の安定運行に寄与する利用客増加の取組についても、検討・協力を行っていく。 


